
都道府県の人口規模と人口移動
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本稿は、都道府県間の人口移動の要因を地域の人口規模との関連でマクロ的に考察しようとするもの

である。主要な帰結は次の通りである。

①　都道府県間人口移動を考察する際、人口規模の観点を導入することは極めて有効である。これに

よって、人口移動のマクロ的傾向性を極めて明確にとらえることが出来る。

②「標準移動率」は、地域の人口の性別年齢別人口構成を反映する人口移動率であり、地域の人口

移動の特性を考察する際に極めて有用である。

③　転入率は、人口規模、所得格差、「標準移動率」と極めて密接な(有意水準0.01で有意な)正の

相関があり、また、東京都を除くサンプルについては、事業所成長率とも極めて密接な正の関係が認め

られる。

④　転出率は、人口規模および所得格差と密接な関係が認められるが、事業所成長率や「標準移動

率」とは有意水準0.05で有意な関係は認められない。とくに、東京都を除くサンプルについては、転出

率は、人口規模、所得格差、事業所成長率、「標準移動率」のいずれとも、有意水準0.05で有意な相関

を認められない。

⑤　人口規模、所得格差、「標準移動率」の間には密接な相関があるので、これらを説明変数として

転出入率を説明しようとする回帰式においては、その偏回帰係数に注意する(それら変数間の偏相関関

係に注意する)必要がある。

1.はじめに

地域経済の状況を全般的に表す指標を一つ選ぶ

とすれば、それは人口規模であろう。人口は地域

経済の置かれた状況の結果でもあり、また原因で

もある。地域の人口動向は直接には人口自然動態

と人口社会動態の結合されたものである。このう

ち自然動態は、当然のことながら出壷率にも依存

するが、年齢別出生率の地域間格差は小さいので、

事実上は人口の年齢構成に依るところが最も大き

い。これに対して、社会動態は年齢構成だけでな

く、就業機会、所得格差、便利さ、安全性、さら

に広く自然的・都市的・歴史的・風土的な地域の

特性にも依存するであろう。

地域にとっては、人口社会移動は地域の活性化

の指標としても重要である。とりわけ、人口増加

がかつてほどには期待できない近未来および減少

さえ予想される将来においては、社会動態の重要

性は高まる。もとより、主たる居住地を移すこと

なく移動する人口、いわゆる交流人口の重要性も

高まるが、それを考慮しても、年お地域における

人口社会動態の重要性が減じるとは考えられない。

本稿は、都道府県間の人口移動について、人口

社会動態のマクロ的要因を、主に地域の人口規模

との関連で考察しようとするものである。ここに、

マクロ的要因とは、人口規模、所得格差などマク

ロ的データによって把握される要因を意味し、就

職、結婚など個人的な移動理由を示すミクロ的要

因とは区別されるものである。

資料は主に「平成2年国勢調査報告書」を用い

るが、それは、年齢別人口移動を全国的に比較可

能なものとして利用し得る数少ないデータのうち
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図1転入率、転出率、純転入率(転入率一転出撃)(平成2年国勢調査)%

-一転人事く転入総数/5義以上人口)…・一転出*(転出総数/5℡以上人口)--純転入串
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最新のものであるからである。このデータを用い

た地域間人口移動そのものの分析としては参考文

献1)を参照されたい。

2.都道府県間人口移動の全国的動向

平成2年国勢調査によると、5歳以上人口の

過去5年間の人口移動は、自市区町村内移動が

9.48%、自市内他区移動(12大都市について、同

じ市の他の区間の移動)が1.58%、県内他市区町

村移動が6.26%、他県移動が7,61%である。これ

以外に、国外からの転入が0.34%あるが、これは

僅かであり、人口移動は概ね国内移動と考えてよ

図2　転出率と転入率
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い。なお、本稿での移動率は、すべて5歳以上人

口に占める移動者数の割合である。

都道府県間人口移動は、図1のように、都道府

県によって大いに異なる。転入率が12%を越える

県もあれば、3%程度の県もあり、転出率も13%

近い地域もあれば、5%程度の県もある。純転入

率は5%超からマイナス5%程度まで、10%以上

も格差がある。転入率と転出率の関係をみると、

図2の埼玉県のように、転入率が全国平均を大き

く上回り、逆に転出率は平均より低く、したがっ

て純転入率(転入幸一転出率)が大きい県もあれ

ば、青森県のように全く逆の県もある。東京都の

ように転出入がともに全国平均より大きい地域も

あれば、北海道のようにともに4、さい地域もある。

また、図3のように、性別年齢別に見ると人口

移動には極めて大きな違いがある。20歳から30歳

代の移動率が高く、反対に高齢者の移動率は低い。

性別では一般に男性の移動率が高く、とくに20歳

代では男女の格差が大きい。ただし、70歳を過ぎ

ると女性の移動率が男性を上回るが、男女の差は

小さい。

3.標準移動率

このように、移動率が性や年齢によって大きく

異なるならば、地域の性比や年齢構成の違いが地

域間人口移動の大きな要因となっていると推察さ

れる。これをみるために、「標準移動率」なる概
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図3　都道府県間人口移動率(%)全臥平成2年国勢調査

(都道府県間人口移動率=他都道府県からの転入者数/常住音数)
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念を構成する。

HS=ml*PSl+m2*P82+…十mn*PS。

ただし、

HS:S地域の「標準移動率」

PSi:S地域のi年齢階層の人口が同地域の5歳
以上人口(常住者)に占める割合

mi:全国のi年齢階層の都道府県間人口移動率

n:人口年齢階層数

*:乗法記号

平成2年国勢調査では、人口年齢階層は、5歳

階級で、(5～9歳)から(85歳以上)まで、17

階層に分けられている。

「標準移動率」の概念は上記の通りであるが、

本稿では、これをさらに男女別に分けているので、

本稿の「標準移動率」は、性別と年齢別をともに

含んだものである。

このように定義される都道府県間人口移動の

「標準移動率」は、当該地域の5歳以上人口の性

別年齢別人口構成を反映する人口移動率であり、

次のように解釈される。ある地域の「梼準移動

率」は、人口の性構成と年由構成以外の要因が全

国平均と全く同じであったらあるであろう、その

地域の人口移動率と解釈することが出来る。実際、

定義より、もし、ある地域の性構成と年齢構成が

図4　標準移動率く%)平成2年国勢調査
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全国平均と同一であったら、その地域の「標準移

動率」は「全国の人口移動率」と一致する。すな

わち、ある地域の「標準移動率」と「全国の人口
移動率」(それは、定義によって、全国の「標準

移動率」に等しい)との差は、その地域の性別年

齢別構成が全国平均と異なることからのみ生じる

ものである。

このように、地域の「標準移動率」は、その地

域の性別年齢別人口構成を反映するので、人口移

動率の高い20歳から30歳代の人口(とくに、その

年齢の男性人口)の割合が高ければ、「標準移動

率」は高く、逆に高齢者が多ければ「標準移動

率」は低くなる。

「標準移動率」を回示したのが図4である。若

者の多い東京圏は「標準移動率」が高く、逆に高

齢化の進んでいる島根、高知、秋田、山口、鹿児

島などでは「標準移動率」が低い。「標準移動率」

が全国平均より高いのは、沖縄を例外として、東

京から大阪までの東海道メガロポリスに位置する、

人口規模の大きい都道府県であり、わずか8都府

県であることがわかる。各都道府県の「標準移動

率」は、他の基礎的データとともに、付表1に示

されている。

14

13

12

11

10

4.人口規模および「標準移動率」と人口

移動

人口規模は、地域の状況を最も象徴的に表すも

のであり、人口移動についても例外ではない。図

5は人口規模別に都道府県をグルーピングしたと

きの、人口規模と人口移動の関係を示している。

転入率と「標準移動率」では、人口規模が大きい

ほど一般に人口移動は大きい。しかし、転出率に

ついては、その傾向は明確ではない。

この関係を、一層明確に示したのが図6-1-

図6-4である。詳しくは付表2を参照されたい。

転入率は、図6-1のように、人口規模と極め

て密接な正の関係が認められる。これは有意水準

0.01で十分有意である。しかし、転出率は、図6

-2のように、東京都を除くと、人口規模との相

関は認められない。純転入率は、図6-3のよう

に、東京都を例外として除くと、かなり密接な正

の関係が認められる。

また、「標準移動率」は、図6-4のように、

直線でも対数線形でもともに密接な正の関係があ

り、どちらかといえば対数線形の方がフィットが

よい。

転入率を人口規模と「梼準移動率」の2変数で

説明する場合には、次のような線形回帰式を得る。

図5　人口規模と転入率、転出率、標準移動率(%)
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図6-1　人口規模と転入率(平成2年国勢調査)
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図6-3　人口規模と純転入率(平成2年国勢調査)
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図6-5　標準移働率と転入率(平成2年国勢調査)

図6-2　人口規模と転出率(平成2年国勢調査)
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園6-4　人口規模と標準移動率(平成2年国勢調査)
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図6-6　標準移動率と転出率(平成2年国勢調査)
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Y=-6.27698+0.002846Ⅹ1+1.658078Ⅹ2

(一1.12)　(2.38)　(2.05)

N=16、R2=亡0.9170、F=83.86

Y:転入率、Ⅹ1:人口規模、Ⅹ2:「標準移動

率」、N:サンプル数、R2:自由度調整済決
定係数、F:分散比

これより、この回帰式のあてはまりは、有意水

準0.01で十分有意である。なお、東京都を除く15

サンプルについても、回帰式が有意水準0.01で十

分有意であることが分かる(式は割愛する)。

次に、転出率を人口規模と「標準移動率」の2

変数で説明する場合には、次のような線形回帰式

を得る。

国7-1所得格差と転入率
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これより、回帰式は、有意水準0.01で十分有意

である。しかし、東京都を除く15サンプルについ

ては、有意水準0.05でも有意でない(式は割愛す

る)。

5.所得格差および事業所成長率と人口移勧

所得格差は人口移動を誘発すると考えられる有

力な要因である。事実、図7-1のように、所得

団7-2　所得格差と転出率
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図8-1事業所成長率と転入率
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図8-3　事業所成長率と標準移動率
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格差と転入率とは、有意水準0.01で十分有意であ

るような、棲めて密接な関係がある。ただし、転

出率とは相関を認めがたい(図7-2)。純転入

率とは、図7-3のように、東京都を例外として

除くと、有意水準0.01で十分に有意である。所得

格差と「標準移動率」については、図7-4のよ

うに、これまた十分有意な関係が認められる。

他方、就業桟会の変動も人口移動の誘因とな.り
得る。本稿では、就業槻会の変化を象徴するもの

として事業所成長率を採用する。図8-1のよう

に、東京都を例外として、事業所成長率と転入率

の間には密接な関係が認められる。東京都は、年

齢構成が若いので転入率が高いが、事業所は減少

しており、その意味での就業機会の成長は低い。

転出率については、図8-2のように、やや右下

図8-2　事業所成長率と転出率
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がり、すなわち、事業所成長率が高いと、就業機

会が多くなり、転出の動機が減少するという傾向

が僅かに認められるが、しかし、その関係は有意

水準0.05で有意とは認められない。事業所成長率

と「標準移動率」とは、図8-3のように、東京

都を例外として除くと、極めて密接な正の関係が

詰められる。

6.人口規模、所得格差、事業所成長率、

および「標準移動率」の間の相関関係

人口規模、所得格差、事業所成長率、「標準移

動率」はいずれも人口移動のマクロ的要因として

考えられるものであり、その点を上でみてきたが、

これら4者の間にはどのような関係があるだろう

か。

表1および図9-1より、人口規模と所得格差

は有意水準0.01で十分有意な関係が認められる。

また、人口規模と事業所成長率、所得格差と事業

所成長率の間には、表1と図9-2および図9-

3から分かるように、いずれも東京都を例外とし

て除くと、極めて密接な関係がある。

これらに「標準移動率」を加えた関係は、表1

および上記の図6-4、図7-4、図8-3にみ

られる。「標準移動率」は、図6-4および図7

-4のように、人口規模および所得格差と有意水

準0.01で有意な関係にある。また、事業所成長率

にっては、図8-3のように、東京都を例外とし

て、その他の人口規模については、これも十分有

-　9　-



表1単相関係数と無相関検定(人口規模別)
対角要素より左下は全16サンプルによる相関係数、右上は東京都を除く15サンプルによる相関係数を示す。

●は有意水準0.01で相関があるとはいえない。その他は有意水準0.01で有意である。

1 2 3 4 5 6 7

人口 所得 格差 事業所成長率 標準移動 率 転 入率 転 出率 純転 入率

1 人 口 1 .00 00 0 .8587 0 .855 5 0 .9365 0 .9158 0 .0 37011 0 .8 380

2 所得 格差 0 .9 24 8 1 .0000 0 .852 4 0 .9264 0 .8302 - 0 .2 682* 0 .9151

3 事業所成 長率 0 .27 31♯ 0 .0956* 1 .0000 0 .9 139 0 .7985 - 0 .325 2* 0 .9149

4 標準移動 率 0 .94 16 0 .8 834 0 .4828 * 1 .00 00 0 .9282 - 0 .06 55● 0 .9025

5 転入率 0 .95 12 0 ,8878 0 .3028 * 0 .94 70 1.0000 0 .146 5* 0 ,8605

6 転 出率 0 .64 85 0 .6878 - 0 .4864 * 0 .4 703* 0.6306 1 .00 00 - 0 .3778,l

7 純転入率 0 .3988 * 0 .2788 * 0 .911 5 0 .5 955* 0 .4772* - 0 .38 10* 1 .0 000

人口規模と所得格差
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意な関係がある。

これらの関係は、表1にまとめて示されている。

これによると、多数の変数の間で有意な単相関が

認められるので、転入率や転出率の説明要因とし

てのこれらの要因は偏相関を考察する必要がある。

表2は、人口、所得格差、「標準移動率」、およ

び転入率(または転出率)の4変数を選んだとき

の偏相関係数とその有意性を示す。これによると、

転入率のグループについては、いずれも、有意水

準0.05で有意な偏相関は認められない。また、転

出率のグループでは、人口と「標準移動率」との

偏相関は、有意水準0.01で有意であり、転出率と

「標準移動率」とは有意水準0.05でかろうじて有

意であるが、他はすべて有意水準0.05で有意とは

認められない。

とくに、転入率についてみると、どの変数とも

-10-



有意な偏相関は認められない。このことは、転入

率を被説明変数として、人口規模、所得格差、

「標準移動率」の3つを説明変数とするとき、ど

れか2つを説明変数とすれば、残りの1つは説明

変数として追加する価値はないということである。

たとえば、人口規模と所得格差を説明変数に採用

すれば、その他に「標準移動率」を説明変数とし

て追加したとしても、転入率に対する説明力は殆

ど向上しない、ということである。

表3は、表2において所得格差を事業所成長率

に置き換えたものである。この場合には、表2に

比して、有意な偏相関関係が多い。それは、上記

のように、事業所成長率が(とくに、東京都を含

む場合には)他の変数との間で相関が低いケース

があったことを反映している。この場合、転入率

の説明には「標準移動率」があれば、それ以外の

変数は殆ど意味がなくなり、転出率の説明には事

業所成長率の他は重要でないことを意味する。

表4は、表2と表3のすべての変数を含む場合

の偏相関である。この場合にも、事業所成長率と

表2　4変数間の偏相関係数と無相関検定(人口規模別)

対角要素より左下は転入牢等の偏柏関係数、右上は転出率等の偏相関係教を示す。
⑳は有意水準0.01で、Oは0.02で、△は0.05で、偏相関が有意である。
×は有意水準0.05で偏相関が有意でない。

1 2 3 4

人 口 所 得 格 差 標 準 移 動 率 転 出 率

1
人 占

0 .5 1 17 ×

0 .2 4 5 7 ×

0 .0 7 3 7 ×

0 .7 8 4 7⑳ 0. 1 5 5 5 ×

2 所 得 格 差 0 .3 3 2 2 ×

0 .4 9 0 8 ×

0. 4 3 0 0 ×

3 標 準 移 動 率 0 .3 15 0 × - 0 . 6 0 8 8△

4 転 入 率 0 .0 6 5 1 × 0 .0 2 4 3 ¥

表3　4変数間の偏相関係数と無相関検定(人口規模別)

(表の見方は表2に同じ)

1 2 3 4

人 口 事業所成長率 操 車 移 動 率 転 出 率

人 口

- 0 .4 4 9 2 ×

0 .0 8 3 9 ×

0 .7 2 6 6◎

0 .7 3 0 0⑳ 0 . 4 0 8 1×

事 業 所 成 長 率 0 .5 6 7 2△

0 .5 5 3 8 △

- 0 . 8 7 4 2 ⑳

標 準 移 動 率 0 .5 7 9 1△ 0 . 2 7 7 1 ×

転 入 率 0 .3 2 2 2 × - 0 .3 1 9 5 ×

泰4　5変数間の偏相関係数と無相関検定(人口規模別)

(表の見方は表2に同じ)

1 2 3 4 5

人 口 所 得 格 差 事業所成長率 標 準 移 動 率 転 出 率

1 人 口

0 .2 8 6 7 ×

0 .4 1 8 3 ×

- 0 .7 2 7 0 ⑳

0 .3 5 7 9 × 0 .1 6 0 3 × 0 . 53 2 9 ×

2 所 得 格 差 - 0 .7 3 1 4⑳

0 .8 5 0 0⑳

0 .7 18 7 ◎ - 0 , 5 1 3 6 ×

3 事 業 所 成 長 率 - 0 .0 8 7 0 × 0 .7 9 4 6 ⑳

0 .5 9 2 9 △

- 0 .8 8 7 2◎

4 標 準 移 動 率 0 .2 3 9 2 × 0 .6 4 4 6 C ) 0 . 5 34 4 ×

5 転 入率 0 .3 7 8 8 × - 0 .2 9 14 × - 0 .4 2 1 7 ×

-11-



「標準移動率」に関わる箇所で有意な偏相関とな

る場合が見られる。したがって、表3と同様に、

転入率の説明には「標準移動率」があるときは、

それ以外の変数は重要でなく、転出率の説明には

事業所成長率の他の変数は不要であるということ

が分かる。

7.転入率および転出率の回帰分析

表5は、転入率及び転出率を人口規模、所得格

差、「標準移動率」の3変数で説明する場合の線

形回帰式である。データは、偏回帰係数の比較を

可能とするために、すべて規準化されたものを用

いた。

転入率については、全16サンプルの場合、自由

度調整済決定係数は0.9101で、F値は51.64であ

表5　転出入率の回帰分析(人口規模別)規準化データ

N:サンプル教、R2:自由度調整済決定係数、P:分散比
⑳は有意水準0.01で、Oは0.02で、△は0.05で、偏回帰係数が有意である。
×は有意水準0.05で偏回帰係数が有意でない。

被説 明変数

Y
定 数 項

就　 明　 変　 数

Ⅹ1 Ⅹ2 Ⅹ3

人 口 所 得 格 差 標 準 移 動 率

転 入率

全 16 サ ン プ ル

偏 回帰 係 数 0 .00 (I飢)0 0 .5 10 6 74 0 .0 17 27 9 0 .4 50 8 93 N = 16

t 値 0 .0 0 1 .79 0 .0 8 1. 95 R 2 = 0 .9 10 1

偏 固 帰 係 数 の 検 定 × × × × F = 5 1 .6 4 ⑳

東 京 を 除 く

15 サ ン プ ル

偏 回 帰 係 数 - 0 .05 2 7(泊 0 .3 94 5 5 1 - 0 .26 0 3∝) 0 .6 9 29 73 N = 15

t 値 - 0 .53 1 .24 - 0 .6 8 1 .90 R 2 = 0 .8 52 4

偏 回 帰 係 数 の 検 定 × × × ・× F = 27 .95 ⑳

転 出 率

仝 16 サ ンプ ル

偏 回 帰 係 数 0 .∝約0 00 1 .22 0 173 0 .2 73 46 6 - 1 .3 1 76 67 N = 16

t 値 0 .00 2 .∝) 1 .6 5 - 2 .66 R 2 = 0 .58 64

偏 回 帰 係 数 の 検 定 × × × △ F = 8 .0 9 ⑳

東 京 を 除 く

1 5 サ ンプ ル

偏 回帰 係 数 - 0 .3 5 53 50 0 .4 3 72 3 2 - 1 .1 48 0 50 0 .3 1 45 18 N = 15

t 値 - 2 .6 5 1 .0 2 - 2 .22 0 .64 R 2 = 0 .19 5 1

偏 回帰 係 数 の 検 定 × 〉く △ × F = 2 . 13　×

表6　転出入率の回帰分析(人口規模別)規準化データ

(表の見方は表5に同じ)

被説明変数

Y

転入率

転 出率

定 数 項

説　 明　 変　 数

Ⅹ1 Ⅹ2 Ⅹ3

人 口 事業所成 長率 棟 準 移 動 率

i 全 16 サ ン プ ル

偏 回 帰 係 数 0 .∝拍00 0 0 .3 26 00 9 - 0 .12 4 18 0 0 .6 99 9 99 N = 16

t 値 0 .0 0 1 .18 - 1 .1 7 2 .30 R 2 = 0 .9 19 2

偏 回 帰 係 数 の 検 定 × × × △ F = 57 ,92 ⑳

東 京 を 除 く

15 サ ン プ ル

偏 回 帰 係 数 0 .04 3 35 0 0 .4 08 0 68 - 0 .24 9 53 0 0 .7 7 57 56

t 値 0 .4 6 1 .34 - 1 .2 4 2 .38

偏 回 帰 係 数 の 検 定 × × × △

全 1 6サ ンプ ル

偏 回 帰 係 数 0 .0∝氾0 0 0 .5 2 114 3 - 0 .80 7 14 0 0 .3 69 3 53

t 値 0 .0 0 1 .55 - 6 .2 4 1 .00

偏 回 帰 係 数 の 検 定 × × ◎ ×

偏 回 帰 係 数 - 0 .0 12 1 20 0 .4 98 1 97 - 0 .7 72 09 0 0 .3 48 1 69

t 値 - 0 .10 1 .32 - 3 .0 9 0 .86

偏 回 帰 係 数 の 検 定 × × ○ ×

-12　-



表7　転出入率の回帰分析(人口規模別)規準化データ

(表の見方は衷5に同じ)

被説 明変数

Y
定 数 項

説　　 明　　 変　　 数

Ⅹ1 Ⅹ2 Ⅹ3 Ⅹ4

人 口 所 得 格 差 事業所成長 率 標 準 移 動 率

転 入畢

仝 16 サ ン 1 ル

傭 回帰 係 数 0 .00 ∝氾0 0 .3 82 74 1 - 0 .2 72 5 84 - 0 .22 83 6 5 0 .9 37 67 5 N = 16

t 値 0 .0 0 1 .3 6 - 1 .0 1 - 1 .54 2 .4 4 R 2 = 0 .9 194

偏 回帰 係 数 の 検 定 × × × × △ F = 4 3 . 7息⑳

東 京 を 除 く

15 サ ン プ ル

偏 回帰 係 数 0 .(氾9 42 1 0 .3 94 4 94 - 0 .2 4 33 70 - 0 .24 44 4 4 0 .9 2鮎 6 6 N == 15

t 億 0 .0 9 1 .27 - 0 .65 - 1 .1 9 2 .2 7 R 2 = 0 .94 7 7

偏 回帰 係 数 の検 定 × × × × △ F = 2 2 .0 9 ⑳

転 出 牢

全 16 サ ン プ ル

偏 回 帰 係 数 0 .(油0 0(氾 0 .糾 2 82 7 - 0 .584 6 64 - 1 .03 0 59 7 0 .8 79 14 3 N = 1 6

t 値 0 .∝) 2 .8 9 - 1 .9 9 - 6 .3 8 2 .10 R 2 = 0 .糾娼9

偏 回 帰 係 数 の検 定 × × × ⑳ × F = 36 .2 9 ◎

東 京 を除 く

15 サ ン プ ル

偏 回 帰 係 数 - 0 .16 4 94 0 0 .4 37 06 0 - 1 .0 96 170 - 0 .74 9 18 0 1 .0 36 89 3 N = 15

上値 - 1 .7 1 1 .6 0 - 3 .34 - 4 . 16 2 .9 0 良2 = 0 .6 75 6

偏 回帰 係 数 の 検 定 × × 0 ⑳ △ F = 8 .2 9 ⑳

るから、回帰式のフィットは、有意水準0.01で十

分有意である。東京を除く15サンプルについても、

同様に十分有意である。

転出率については、仝16サンプルの場合、回帰

式のあてはまりは、有意水準0.01で有意といえる

が、東京都を除く15サンプルでは、有意水準0.05

でも有意とはいえない。

表6は、表5の所得格差を事業所成長率に入れ

替えて、3変数で転出入率を説明しようというも

のである。この場合には、転入率の回帰式は、全

16サンプルでも、東京都を除く15サンプルでも、

いずれにおいでも、有意水準0.01で十分有意であ

る。また、転出率についても、全16サンプルでは

有意水準0.01で十分有意であり、東京都を除くと、

有意水準は低下するが、有意水準0.05なら有意と

なる。

表7は、人口規模、所得格差、事業所成長率、

「標準移動率」の4変数によって転出入率を説明

する場合である。この場合には、線形回帰式の

フィットは、転入率だけでなく、転出率について

も、全16サンプルおよび東京都を除く15サンプル

のいずれについても、有意水準0.01で有意である。

なお、偏回帰係数の有意性については、前節で

偏相関係数について考察したことが、当然のこと

ながら、そのまま当てはまる。

8.おわりに

本稿では、都道府県間の人口移動の要因を、地

域の人口規模との関連でマクロ的に考察した。そ

の際、人口移動の要因として、人口規模、所得格

差、事業所成長率、「標準移動率」の4要因を考

察の対象とした。その主要な帰結は冒頭に示した

通りであるが、以下に若干付言す'る。

転出入率と諸要因の間に、全国的にみてマクロ

的傾向性があるといえるためには、まず当然のこ

とながら、第1条件「全都道府県について(例え

ば有意水準0.05で)有意の相関がある」を満たさ

なくてはならない。しかし、既にみたように、人

口1000万人以上の規模を有する東京都のみが例外

的であるケースが多々見られ、その場合には、飛

び離れて規模の大きな東京都の存在のために、

(東京都を除くと相関が有意でないにもかかわら

ず)東京都を含むと有意となる場合がある。した

がって、東京都を含む全都道府県について相関が

有意であるからといって、直ちに、全国的にみて

マクロ的傾向性があるとは即断できない。それゆ

え、「全国的にみてマクロ的に傾向性がある」と

いえるためには、上記の第1条件に加えて、第2

条件「東京都を除く46道府県について(例えば有

意水準0.05で)有意の相関がある」を満たさなく

てはならない。

転入率について、上記の4要因を各々別々に
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(転入率との間の単相関として)みるとき、この

2条件を共に満たして「転入率と有意の相関があ

る」といえるのは、人口規模、所得格差、「標準

移動率」の3要因である。事業所成長率について

は、第1条件を満たさないが、第ゴ条件を満たす

ので、「東京都を例外として、転入率と有意の相

関がある」といえる。

他方、転出率については、4要因のいずれにつ

いても、第2条件を満たさないので、全国的にみ

て、マクロ的傾向性として「転出率と有意の相関

がある」とはいえない。

また、4要因を別々にではなく、まとめて(童

回帰として)転入率を説明しようする場合、東京

都を含む場合も、含まない場合も、共に説明力は

90%以上であり、その重相関は有意水準0.01で十

分有意である。この場合、規準化されたデータに

よる回帰分析から分かるように、4要因のうち

「標準移動率」が最も説明力が高く、次に人口規

模である。しかし、他の2要因(所得格差と事業

所成長率)は符号条件さえ満たさない。

転出率についても、ほぼ同様であるが、4要因

のうち最も説明力が高いのは事業所成長率や所得

格差であり、その係数はいずれもマイナスであり、

符号条件を満たしている。

以上、総じていえることは、転入率を全国的傾

向性として説明するためのマクロ的4要因(人口

規模、所得格差、事業所成長率、「標準移動率」)

のうち、「標準移動率」と人口規模の2要因が極

めて重要であること、とりわけ、人口移動率その

ものと概念上の関係をもたない要因としては、人

口規模が最も重要な要因であることが分かる。他

方、転出率については、4要因とも、その全国的

傾向性を説明するマクロ的要因であると見なすこ

とは困難である。

本稿で試みた都道府県間人口移動についての考

察を市町村間人口移動の解明に発展させることは

今後課愚である。　　　　　　　(1998.1.31)
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付表1都道府県の人口総数、転入率、転出率、榛準移動率、所得格差、事業所成長率

14 」 堅 」

1 北 海 道

Z 青 森 県

3 岩 手 県

4 宮 城 県

5 秋 田 県

6 福 島 県

7 山 形 県

8 . 茨 城 県

9 栃 木 県

10 群 馬 県

11 埼 玉 県

12 千 葉 県

13 東 京 都

14 神 奈川県

15 新 潟 県

16 富 山 県

17 石 川 県

18 福 井 県

19 山 梨 県

20 長 野 県

国勢調査
平成2年
人口総数

昭 和 6 0 - 平 成 2 年 国 勢 調 査 間 に 昭 和 6 2 年 度 事 業 所 統 計

都 道 府 県 間 移 動 し た 5 歳 以 上 人 口 人 口 当 た り 昭 和 6 1 - 平 成 3 年

転 入 率 転 出 率 標 準 移 動 率 県 民 所 得 の 格 差 事 業 所 成 長 率

( % ) (% ) ( % ) 全 国 = 1 0 0 ( % )

7 .6 1 7 .6 1 7 .6 1 1 0 0 .0 0 .6 7

3 .0 6 5 .2 7 7 .4 3 8 8 .4 0 .6 5

4 .5 2 9 .4 3 7 .1 8 7 4 . 1 - 2 .2 6

4 .8 3 7 .7 9 6 ,9 5 7 7 .6 - 0 .4 0

8 .4 2 7 .5 3 7 .6 2 8 8 .2 2 . 1 7

3 .9 0 7 .0 3 6 .7 1 7 7 .9 - 1 . 7 0

4 .9 6 6 .2 6 7 .1 3 8 6 .7 0 .6 8

4 . 0 5 5 .8 9 6 .8 2 8 3 .0 1 .2 5

7 . 6 6 5 .9 4 7 .5 4 9 6 . 1 2 .9 9

6 . 7 2 5 .5 9 7 .4 9 1 0 0 .0 1 .3 9

5 . 3 1 5 .1 9 7 .3 7 9 5 .5 1 .9 3

123.611.167

5,643,647

1.482,873

1,416,928

2,248,558

1,227,478

2 ,104 ,058

1,258 .390

2 ,飢 5,382

1,935 ,168

1.966 .265

6 .40 5 .3 19 12 .18 6 .6台 8 .10 101 .2

5 .555 ,429 12 .4 8 7 .99 7 .95 97 .1

1 1,8 55 ,563 11.09 12 .98 8 .34 14 8 .4

7 .98 0 .39 1 12 .10 7 .99 8 .34 110 .3

2 ,4 74 ,583 3 .92 5 .69 6 .97 88 .9

1.120 .16 1 4 .4 1 5 .66 6 .96 95 .8

1.164 .628 6 .23 6 .79 7 .34 95 .9

82 3 ,585 4 .92 6 .02 7 .14 90 .0

8 52 ,966 6 .94 6 .07 7 .34 97 .6

2 ,156 ,627 4 .98 5 .50 6 .97 95 .0

5 .7 9

5 .5 6

- 2 .5 1

5 .0 4

0 .13

- 0 .8 5

- 1 .10

- 1 .7 2

- 0 .8 8

1 .6 3

1.3 3

1 .6 3

2 .5 5

1 .6 5

2 .6 6

21 岐 阜 県 2,06 6 ,569 5 .68 5 .69 7 .32 90 .0

22 静 岡 県 3,6 70 .840 5 .93 5 .89 7 .4 5 100 .7

23 愛 知 県 6.6 90 .603 6 .54 5 .69 8 .00 118 .0

24 三 重 県 1,792 ,514 6 .68 5 .67 7 .25 92 .1

25 滋 賀 県 1.22 2 .41 1 8 .65 5 .72 7 .53 108 .2

26 京 都 府 2.60 2 ,460 8 .4 1 8 .76 7 .71 101 .1 - 2 .16

27 大 阪 府 8.734 .516 6 .76 8 .36 7 .94 105 .2 0 .5 8

28 兵 庫 県 5,40 5 ,040 7 .28 6 .99 7 .51 97 .0 1 .2 3

29 奈 良 県 1.3 75 .48 1 11.15 7 .55 7 .53 8 5 .4 1 .4 9

30 和歌山県 1,0 74 ,325 4 .59 6 .43 6 .93 77 .6 - 2 .9 8

31 鳥 取 県 615 ,722 5 .79 7 .10 6 .8 7 80 .8 - 0 .8 6

32 島 根 県 78 1 ,02 1 5 .29 7 .40 6 .4 9 76 .8 - 2 .0 3

33 岡 山 県 1.92 5 .877 6 .11 6 .79 7 .0 9 93 .8 - 2 .14 ,

34 広 島 県 2.84 9 .847 7 .12 7 .73 7 .3 2 9 7 .5 1 .4 9

35 山 口 県 1,57 2 ,616 6 .12 8 .52 6 .78 90 .5 - 0 .70

36 徳 島 県 83 1 .598 4 .78 6 .22 6 .8 7 83 .8 - 0 .9 9

37 香 川 県 1,023 .4 12 6 .99 7 .84 6 .9 6 8 7 .2 1 .3 1

38 愛 媛 県 1.5 15 .025 4 .8 9 6 .94 6 .9 2 77 .5 0 .8 1

39 高 知 県 82 5 ,034 4 .48 6 .59 6 .6 4 76 .7 - 3 .0 5

40 福 岡 県 4,8 11 ,050 7 .63 7 .73 7 .5 0 90 .5 1 .2 7

41 佐賀 県

42 長崎 県

43 熊 本県

44 大分 県

45 宮崎 県

46 鹿児島県

47 沖縄 県

877,851

1.562,959

1,840,326

1,236,942

1,168.907

1,797,824

1,222.398

6 .17 8 .33 7 .0 6 78 .3 - 0 .44

5 .68 9 .43 7 .0 2 75 .4 - 6 .30

6 .03 7 .51 7 .0 3 83 .6 - 0 .32

6 .0 9 8 .18 6 .8 6 8 1 .7 - 0 .44

5 .93 8 .56 6 .9 5 76 .5 - 0 .1 5

5 .84 8 .29 6 .8 2 73 .1 - 3 .76

4 .2 1 6 .63 7 .9 7 72 .1 4 .16

r国勢調査報告書』r県民経済計算年報J『事業所統計調査報告書」より作成
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付表2　都道府県の総人口、転入率、転出率、鈍転入率、標準移動率、所得格差、事業所成長率

(人口規模別平均)

人　 口　 規　 模
都 道

府 県 数

平 成　 2　 年 国 勢 調 査 S 6 2 年 度 S 6 1 - H 3 年

総 人 口 転 入 率 転 出 率 純 転 入 率 標 準 移動 率 所 得 格 差 事 業 所 成 長 率

(万 人 ) ( % ) ( % ) ( % ) ( % ) 全 国 = 1 0 0 ( % )

1　 10 0 0 万 人 以 上 1 1 ,1 8 6 1 1 .0 9 1 2 . 9 8 - 1 .8 9 8 .3 4 14 8 .4 - 2 .5 1

2　 7 0 0 - 1 0 0 0 万 未 満 2 8 3 6 9 .4 3 8 . 1 7 1 .2 6 8 . 14 10 7 .7 2 .8 1

3　 6 0 0 - 7 0 0 万 未 満 2 6 5 5 9 .3 6 6 . 1 8 3 .1 7 8 .0 5 10 9 .6 4 .1 7

4　 5 0 0 - 6 0 0 万 未 満 3 5 5 3 7 . 6 1 6 . 7 5 0 .8 6 7 .6 3 9 4 .2 2 .4 8

5　 3 0 0 - 5 0 0 万 未 満 2 4 2 4 6 . 7 8 6 . 8 1 - 0 .0 3 7 .4 7 9 5 .6 1 .4 5

6　 2 50 - 3 0 0 万 未 満 3 2 7 7 7 . 7 3 7 . 4 8 0 .2 5 7 .5 2 9 8 .2 0 .7 7

7　 2 0 0 - 2 5 0 万 未 満 5 2 2 1 5 . 5 9 6 .1 3 - 0 .5 4 7 .2 0 8 9 .7 1 .1 9

8　 19 0 - 2 0 0 万 未 満 3 1 94 6 . 0 5 5 .8 6 0 . 19 7 .3 2 9 6 .5 0 .3 9

9　 1 70 - 1 9 0 万 未 満 3 1 8 1 6 . 1 9 7 .1 5 - 0 .9 7 7 .0 3 8 3 .0 - 0 .8 1

1 0　 1 50 - 1 7 0 万 未 満 3 1 5 5 5 .5 7 8 .3 0 - 2 .7 3 6 .9 1 8 1 .1 - 2 .0 6

1 1 1 3 0 - 1 5 0 万 未 満 3 14 3 6 .8 3 8 .2 6 - 1 .4 2 7 .2 2 7 9 .0 - 0 .3 9

1 2　 1 2 0 - 1 3 0 万 未 満 5 1 2 3 5 .3 8 6 .6 9 - 1 .3 1 7 .1 8 畠4 .6 1 . 1 9

1 3　 1 1 0 ～ 12 0 万 未 満 3 1 1 5 5 .5 2 7 .0 0 - 1 .4 8 7 .0 9 8 9 .4 - 0 .7 0

1 4　 1 0 0 ～ 1 1 0 万 未 満 2 1 0 5 5 .7 9 7 . 14 - 1 .3 4 6 .9 4 8 2 .4 - 0 .8 4

・1 5　 8 0 - 1 0 0 万 未 満 5 8 4 5 .4 6 6 .6 5 - 1 . 1 9 7 .0 1 8 5 .3 - 1 .4 2

1 6　 8 0 万 未 満 2 7 0 5 .5 4 7 .2 5 - 1 .7 1 6 .6 8 7 8 .8 - 1 .4 4

付表1より作成
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Population Size and Migration in Prefectures

Hiroshi YOSHIMURA, Professor
Faculty of Economics, Yamaguchi University,

Yamaguchi-shi, 753-8514 Japan

Abstract

The aim of this paper is to investigate the factors of inter-prefectural migration in Japan from point of the
population size of prefectures. The main results are as follows.

(T) To introduce the point of population size is very useful to investigate the inter-prefectural migration.
(D "Standard rate of migration", which reflects the sex- and age-structure of a prefecture and is for-

mulated originally at this paper, is a very useful tool to analyze the migration.
(D "Rate of moving into" has the very close correlation with the size of population, the income disparity,

and the "standard rate of migration".
(4) "Rate of moving out" has only a little correlation with the population size and the income disparity, and

has little correlation with the "standard rate of migration" and the growth rate of establishment.
(5) Because of mutual, close correlation among the size of population, the income disparity and the

"standard rate of migration", we must pay much attention to partial regression coefficients in multiple
regression analysis of "moving into or out" with these factors as explanatory variables.
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